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企業倫理の軽視が企業にとって深刻なリスクと

なり得る、ということは、現在では当然のことと

して受け止められるようになってきている。企業

不祥事の発覚後、社長が記者会見で 「これから、

はコンプライアンスを重視する」と頭を下げる光

景を幾度目にしたことだろうか。しかし、ほんの

10年前には、我が国では企業倫理という言葉すら

聞き慣れないもので、リスクとしての認識は皆無

に近かった。一方で、アメリカをはじめ欧米では

不祥事をきっかけに、その当時から企業倫理に対

する関心が確実に高まっていた。日本ではその温

度差にすら気づいていない状況であり、迫りくる

リスクを認知していない状況にあったと言える。

本稿は、国内外の大規模火災事故に対する経営

者の責任を例に、企業倫理軽視の姿勢が事故の発

生原因となり得ることをいち早く指摘し、企業倫

理を防災上不可欠な要因として説明している。つ

まり、経営者の経営判断上のモラルハザードとし

て企業倫理上の問題を位置づけ、企業の存続自体

を危うくし得るリスクと指摘している。企業倫理

上の課題事項を整理し、それらへの対処方法をい

ち早く示した先駆的業績である。

本稿をおすすめする第一の理由は、その先駆性

にある。本稿が掲載された1994年以降、日本企業

。 、をめぐるさまざまな不祥事が発覚した たとえば

2000年には雪印乳業食中毒事件と三菱自動車リコ

ール隠蔽事件が発覚した。さらにその後、前者に

関連して子会社での食肉偽装事件、後者ではさら

なるリコール隠しが次々に明るみに出て、事件の

影響は拡大し続けた。また、1997年秋の北海道拓

殖銀行の自主再建断念、山一證券自主廃業にはじ

まる金融危機により、いやおうなしに経営者の経

営判断のあり方をリスクとして認識せざるを得な

い状況になった。2001年のエンロンの不正会計に

よる経営破たんとその後の展開は、さらにこの流

れを加速させることになった。

ところで本稿で例示された火災事例では、いず

れも判決で「防災よりも収益を重視する会社の経

営姿勢」が問題とされているものの、会社経営者

の法的責任の追及は必ずしも十分とは言えない。

しかし現行法に抵触しなければそれでいい、とい

う姿勢をとっている限り、企業不祥事は根絶しな

いだろう。昨年末から次々に発覚している耐震偽

造問題やホテルチェーンの不正改造問題をめぐっ

ては、本稿の事例と同様の経営者の姿勢が感じら

れる。また、2005年２月にライブドアがニッポン

放送株を証券取引所の時間外取引により大量取得

した ライブドアは事前に専門家の意見を仰ぎ 時。 「

」 。間外取引 の適法性の有無を確認したと言われる

ここでも、現行法に抵触するかどうかのみを基準

とする判断が問題視されることになった。企業経

営に倫理的価値基準を導入することの是非は、議

論が尽きない問題である。しかし、倫理的価値基

準を無視した経営が、最終的に企業の存続を脅か

すことは確実なようである。本稿は、このような

現代的問題に対し、いち早く問題提起したのであ

る。

本稿をおすすめする第二の理由は、災害の発生
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原因として人的要因が深刻になっていることにあ

る。本誌ではさまざまな災害を取り上げ、その発

生原因を分析してきた。たとえば、火災の発生原

因としては、構造上の問題など物理的な要因があ

る（リスクマネジメント上の用語としてはこれを

フィジカルハザードと呼ぶ 。このようなフィジ）

カルハザードについての論稿は数多く取り上げら

れている。しかし火災の発生原因はこれだけでは

ない。経営者が安全性を軽視し、構造上の問題を

自覚しながら、法的基準を満たしさえすればいい

として放置したことで、結果的に火災が発生する

こともある。このような倫理的価値基準を欠いた

経営判断はモラルハザードであり、近年特に問題

視すべき要因になっている。本稿は、このような

従来は付随的にしか取り上げられることがなかっ

た要因を詳細に分析した貴重な資料でもある。

本稿の筆者である中村氏は日本における企業倫

理研究の第一人者である。本稿は中村氏が２年に

わたり、アメリカでの企業倫理の研究動向の調査

研究を終えて帰国された直後に執筆されており、

タイムリーな情報提供となっている。なお、中村

氏は本誌200号(2000年)で「企業倫理の確立に向

けて－21世紀の企業社会への展望－」として、本

稿執筆後の日本での企業倫理に対する認識の高ま

りを踏まえ、次の段階として、個別企業が企業倫

理を確立させるための具体的実践方法と社会の支

援体制のあり方を紹介している。そこでは、経営

のグローバル化により 「ゲームのルール」とし、

て企業倫理の必要性が高まっていることを紹介

し、同時に、生じている概念的混乱に対応するた

めの整理を行っている。これは本稿での議論をさ

らに具体的でわかりやすく展開するものであり、

学術的にも実務上でも大変価値ある論稿となって

いる。

ところで 「2003年は 元年」と呼ばれるよ、 CSR

うに、最近では企業倫理に代わり （企業のCSR

社会的責任）への注目が集まっている感がある。

についてはさまざまな見解があるが、比較CSR

的理解が得やすい見解を挙げれば、以下のように

。「 、 、なる 社会的な資産に害を与えず それを守り

あるいは増大させるような手段を用いて、富を生

み出さなければならないという会社の義務 。」※１

より具体的には「企業活動のプロセスに社会的公

正性や環境への配慮などを組み込み、ステイクホ

ルダーに対してアカウンタビリティーを果たして

いくこと。その結果、経済的・社会的・環境的パ

フォーマンスの向上を目指すこと 」となる。。※２

本稿および200号での整理を読めば、 の中核CSR

をなすのが企業倫理であることが自ずと理解でき

るだろう。
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